様式第１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　公益財団法人かがわ産業支援財団

　理事長 　　近藤　清志　殿

　　　　　　　　　　　　　　　申請事業者

　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地

　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印

令和　　年度 商品化技術テーマ調査事業助成金交付申請書

　商品化技術テーマ調査事業実施要綱第６条の規定により下記のとおり令和４年度商品化技術テーマ調査事業助成金の交付を申請します。

記

１．研究の目的及び内容

　　　別紙１の事業計画書及び別紙２の収支計画書のとおり

２．研究に要する経費及び助成金交付申請額

	研究開発期間

（助成事業期間）
	開始予定　令和　　年　　月～　研究終了　令和　年　月

	助成事業に要する経費
	                          　　円（消費税等含む）

	助成金交付申請額
	円（消費税等を除く）


　３. 連絡担当者
	役　　職
	氏　　名
	電話番号：

	
	
	FAX番号：

	
	
	E-mail：


別紙１
事業計画書
	1． 研究テーマ



	２．研究組織



	３．研究期間
 　　　　　　　　開始予定　　　　令和　　年　　月　　日

 　　　　　　　　完了予定　　　　令和　　年　　月　　日



	４．研究費

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 　　　　　　　　　　　　（内訳　　　別紙２）

	５．他の支援制度への申請の有無
ア. 同一テーマで他への申請　・有（申請先、事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ）

　　　　　　　　　　　　　　　   ・無

　　 イ. 関連テーマで他への申請　・有（申請先、事業名、テーマ　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　 　　・無
ウ. 関連テーマと本テーマの相違点（イで有の場合）　　　　　　　　　　　　    　  　
　 関連テーマと本テーマの相違点が具体的に記述されていない場合は、当財団の補助金の決定を

取り消す場合があります。

	６．研究の目的（現段階での課題・問題点を含めて記入すること。）



	７．研究の内容・方法・効果　（内容・方法については、特色・特徴等を含めて記載すること。）



	８．研究開発成果の活用計画（成果の活用予定分野、当該分野の業界の動向や成果の市場性、企業化計画(企業化の手順や時期等)等を記載すること。）




	９．研究日程


	１０．研究担当者及びその研究実績
 ａ．研究担当者

氏　　　名

所　　　属

最終学歴

専門分野

ｂ．研究実績（最近３ヵ年）




	１１．ビジネスプラン

	（１）新事業の名称テーマ



	（２）新事業の概要

①現状（新事業のニーズ・社会的背景）



	②問題点（解決しなければならないこと）



	③対策（目標達成や問題点解決をしていく具体的シーズ・項目）



	（３）新事業の新規性・進歩性

①香川県内外での類似商品・サービス等との違い

（当社の優位点）

（当社の弱点）



	（４）新事業の市場性

①市場規模（ターゲット、ライバル、販売促進策、業界動向）



	（５）知的財産状況（特許権、実用新案権、意匠権等で、申請中を含む）

①知的財産の種類と概要



	（６）売り上げ目標（助成事業終了の翌年度から５年間）
　　　①令和　　年度　　　　　　　　千円　　　　　　　　　②令和　　年度　　　　　　　　千円
　　　③令和　　年度　　　　　　　　千円　　　　　　　　　④令和　　年度　　　　　　　　千円

　　　⑤令和　　年度　　　　　　　　千円　　　　　　　　　

	（７）事業化スケジュール




	１２．経営状況等

　
　添付資料

・申請する企業の過去３年間の財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）

 ・法人の登記事項証明書
　・直近の納税証明書

 　　県税：県の行う入札参加資格審査等申請用（県税事務所発行）
　　　　　消費税及び地方消費税：その３未納税額のない証明用（税務署発行）



別紙２

収支計画書〔開始（交付決定日）～研究終了　  年　 月〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	支　　　　出
	収　　　　入

	区　　　分
	助成事業に要する経費(千円)
（消費税等を含む）
	助成金の額(千円)
（消費税等を除く）
	区　　分
	金額(千円)

	1. 原材料及び副資材の購入に要する

経費
	
	
	1. 自己資金
	

	2. 構築物の購入、建造、改良､据付､

借用又は修繕に要する経費
	
	
	2．借入金
	

	3. 機械装置又は工具器具の購入､

試作､改良､据付､借用又は修繕に

要する経費
	
	
	3．本助成金
	

	4．研究委託、調査委託及び技術指導

　 の受け入れに要する経費
	
	
	
	

	5．外注加工に要する経費
	
	
	
	

	6．調査旅費等情報の取得に要する

経費　　　　　　　　　  　※1
	
	
	
	

	7．販路開拓に要する経費
	
	
	
	

	8．産業財産権取得に要する経費 ※2　　　　　
	
	
	
	

	9. その他（上記1～8以外）
	
	
	
	

	10.人件費
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	合　　　計
	


	（備考）

  ※1･･･調査旅費は研究テーマに関連する内容での国内旅費に限り、助成金の額の合計の

１／４以内であること。

※2･･･本費用を助成対象として希望する場合は、当該特許等の名称・内容等を具体的に

記述した資料を別途作成し添付すること。
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５

